

自民党、支援費制度問題等で「障害者特別委員会」開く

～「障害者施策に関する決議」を行う～

　

今年度、ホームヘルプ予算やグループホーム予算など、支援費が国ベースで大幅な不足が見込まれる中、自由民主党は11月20日(木)に「障害者特別委員会(八代英太委員長)」を開催し、障害者団体からのヒアリング等を行った。そして八代英太委員長の提案により、「障害者施策に関する決議(別記1参照)」を行った。

　会議の冒頭、八代英太委員長は、「ホームヘルプ予算が不足する見通しになったのは、ある意味うれしい誤算」と述べた上で、「支援費制度という新しい制度を軌道に乗せていくには、国の後押しが絶対に必要」と発言した。

　「ホープヘルプ予算はなんとか確保してほしい」「今まで障害者介護は家族の重たい身体的精神的犠牲によって支えられてきた」「ホームヘルプ予算は義務的経費にしてほしい」あるいは「ガイドヘルプの費用負担を扶養義務者には課さないでほしい」等々の障害者団体からの切実な発言が相次いだ。

　これに対して厚生労働省の社会・援護局の塩田障害福祉部長は「支援費制度は障害者の自己選択・自己決定を支える重要な制度。厚労省としても、なんとしても財源を確保し、障害者が不安感を持つことがないように最大の努力をしたい」と表明した。

　また日本障害者協議会(JD)の河端代表は、「補正予算を組みきちんと対応してほしい」との主旨の発言を行った。

　さらに八代委員長は「来年度も同じような事態になることがないように、国として所要額を手当てしていくように」厚労省に求めた。

　全国精神障害者家族会連合会(全家連)からは「社会的入院の解消を目的とする施設整備費などを復活採択してほしい」等の強い意見が出された。

　京都府と静岡県富士市からは自治体の立場で、財源確保を強く求める意見が出された。そして「自治体にしわ寄せがくるような事態になれば、サービスは圧縮せざるを得ない」と述べた。

　この日、参加した障害者団体は次の通り。(社福)日本身体障害者団体連合会、日本障害者協議会、DPI日本会議、(社福)日本盲人連合会、(財)全日本ろうあ連盟、(社)全国脊椎損傷者連合会、(社福)全日本手をつなぐ育成会、(財)全国精神障害者家族会連合会。

　なお、日本障害者協議会から河端代表と太田政策委員長が出席、DPI日本会議からは三澤事務局長と佐々木信行氏が出席した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別記1

障害者施策に関する決議

障害者施策については、これまで国連･障害者の十年やアジア太平洋障害者の十年を踏まえ、障害者の地域生活を支援するという基本的な考え方に基づいて、ホームヘルプサービスやグループホームをはじめとする在宅福祉施策を進めてきた。こうした流れをより確実なものとするため、当委員会として、以下のことを求める。

1、 国は、今年度からスタートした支援費制度について、障害者や地方自治体がそ　　　　　　　の運営に不安を抱かぬよう、今年度の予算の執行において所要額の確保を適切な執行に最大限努力するとともに、平成十六年度予算においても所要の額を確保すること

一、国は、精神障害者の社会復帰対策についても、七万二千人の社会的入院者の退院と社会復帰を進めるため、必要な予算を確保すること

　　右、決議する。

平成十五年十一月二十日

　自由民主党　障害者特別委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別記2

２００３年１１月２０日

自由民主党政務調査会

　　障害者特別委員長　　八代　英太　様

ホームヘルプサービスの国庫補助に関する緊急要望書

拝啓

　平素より、貴殿の障害者福祉へのご尽力に感謝申し上げます。

私たちは、ホームヘルプサービスを利用し地域で生活する重度障害者及び家族を会員に持ち、また、その生活を支援する団体です。

本年から障害者福祉の分野では支援費制度が導入され、措置制度から利用契約に基づく福祉サービスに大きく変わりました。「自己決定」「自己選択」の支援費制度の理念のもと、サービスの利用者である障害者の主体性が高まるとともに選択の幅が広がり、特にホームヘルプサービスをはじめとする地域生活支援のサービスが拡充されました。また、既存のサービスの充実だけでなく、今まで必要であるにもかかわらずサービスを受けられていなかった多くの障害者が支援費制度によってサービスを受けられるようになりました。とりわけ、これまでホームヘルプサービスの利用ができなかった知的障害者においては、全国でサービス利用が活発に進んでいます。また、市町村が支援費制度発足にあたって、財政が厳しい中にもかかわらず支援費制度の予算を拡充させたことも大きな要因です。支援費制度がもたらしたこのような状況については、私たちは大きく評価しているところです。

しかしながら、支援費制度によって各地域のサービス量が増加したことで、本年度の国庫補助金が大幅に不足する可能性が強まっています。厚労省は現在、自治体に対して調査を行っていますが、すでに都道府県、政令指定都市から自治体のサービス量に応じた補助金の確保を要望する声があがっています。　　

市町村は国庫補助が受けられることを前提に予算を組んでおり、国庫補助が受けられないということであれば、今年度末にサービスの縮小を行わざるをえない市町村が出てくることは確実です。このような情報に接し、今後、必要な介護を受けられなくなるのではないかという不安の声が多くの障害者から寄せられています。また、支援費制度発足の年においてすでに財源的にたちゆかなくなることは、制度の存続にもかかわることであり、支援費制度が始まりようやくこれから地域生活への展望を持ち始めた多くの障害者の期待を裏切るものです。

本年度の予想を上回るサービス量の拡大は、支援費の制度の理念に沿って各自治体が障害者施策に懸命に取り組み、潜在的なニーズが掘り起こされた結果であり、まさに支援費制度導入によって意図した状況が起こったといえます。これに対して国がしっかりと財源保障をし、市町村をさらに支援する体制をとるならば、今後の障害者の地域生活支援はよりいっそう進み、支援費制度は世界に誇れる障害者福祉制度となるでしょう。

私たちはこのように考え、本年度のホームヘルプサービスについて必要な予算の増額を行っていただけるよう国に要望しております。国会議員の皆様におかれましてはこのような事情をご理解いただき、何卒、ご支援いただけますよう宜しくお願い申し上げます。

敬具

要　望　団　体
　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人　日本身体障害者団体連合会　会長　　兒玉　明
日本障害者協議会　　　　　　　　　　　　代表　　河端　静子

　　特定非営利活動法人　DPI日本会議　　　　議長　　山田　昭義

　社会福祉法人　日本盲人会連合　　　　　　会長　　笹川　吉彦

財団法人　全日本聾唖連盟　　　　　　　　理事長　安藤　豊喜

　　　　　　　　　　　　　社団法人　全国脊髄損傷者連合会　　　　　理事長　妻屋　明

　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人　全日本手をつなぐ育成会　　理事長　藤原　治

財団法人　全国精神障害者家族会連合会　　理事長　小松　正泰
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